
　第６章　都市間交通網整備が地域に与えた影響

6.1　概説

(1)都市間交通網整備の歴史的な特徴

　 我 が 国 の 交 通 網 整 備 の 歴 史 に は 時 期 的 ・ 地 域 的 な 特 徴 が 存 在 し て い る 。 明 治 期 に は 東 京 を 起 点

と す る 幹 線 鉄 道 の 建 設 が 行 わ れ 、 大 正 期 ご ろ ま で に 東 京 を 中 心 と す る 全 国 的 幹 線 鉄 道 ネ ッ ト ワ ー

ク が ほ ぼ 完 成 し て い る 。 こ の た め 、 幹 線 鉄 道 沿 線 付 近 に 位 置 す る 太 平 洋 側 の 都 府 県 で は 比 較 的 早

期 に 鉄 道 整 備 が 行 わ れ 、 そ れ 以 外 の 日 本 海 側 や 四 国 ・ 九 州 地 域 で は 整 備 が 遅 れ て い る 。 戦 後 は 輸

送 力 増 強 策 の 一 環 と し て 在 来 線 の 複 線 化 や 電 化 、 新 幹 線 の 建 設 、 空 港 整 備 な ど が 行 わ れ る よ う に

な っ た た め 、 鉄 道 の 輸 送 力 の 逼 迫 し た 区 間 な ど で 新 た な 交 通 網 整 備 が 行 わ れ る こ と と な り 、 青 森

～東京～大阪～福岡を結ぶ太平洋側地域で高速交通網整備が先行して行われた。

　 第 ４ 章 で は 、 こ の よ う な 交 通 網 の 変 遷 を 地 域 間 交 流 可 能 性 の 変 化 と し て 計 測 し た が 、 そ の 結

果 、 例 え ば 、 明 治 期 の 鉄 道 網 整 備 途 上 に お い て 地 域 間 交 流 可 能 性 が 早 期 に 向 上 し た 地 域 は 現 在 の

人口密集地域とほぼ一致することなどがわかった。

　 こ の よ う な こ と か ら 、 第 ５ 章 の 交 通 網 整 備 の 有 無 と 市 町 村 人 口 の 分 析 結 果 と 同 様 に 、 都 市 間 交

通網整備が、長期的に都道府県人口などに大きな影響を与えているのではないかと考えられる。

(2)本章の内容

　本章では、都市間交通網整備が地域変化において果たしてきた役割を明らかにする。

　 6 . 2 で は 、 全 国 的 な 交 通 網 整 備 に 伴 う 交 流 可 能 性 の 変 遷 が 都 道 府 県 人 口 の 長 期 的 推 移 に 与 え た 影

響を分析する。

　 6 . 3 で は 、 都 市 間 交 通 網 整 備 以 外 に 都 道 府 県 人 口 に 影 響 を 与 え る と 考 え ら れ る 要 因 に つ い て 分 析

を 行 う こ と と し 、 1 8 9 0 年 に お け る 各 都 道 府 県 の 人 口 密 度 が そ の 後 の 人 口 推 移 に 与 え た 影 響 の 分

析、戦後における工業の先行的配置による拠点開発などが人口推移に与えた影響の分析を行う。

　 6 . 4 で は 、 都 市 間 交 通 網 整 備 が 全 国 的 な 地 域 構 造 変 化 に お い て 果 た し た 役 割 に つ い て 分 析 を 行

う 。 地 域 変 化 の 分 析 の 考 え 方 と し て は 、 地 域 を 表 す 指 標 の バ ラ ン ス の 変 化 か ら 地 域 変 化 を と ら え

る こ と と し 、 第 二 次 産 業 従 業 者 数 お よ び 第 三 次 産 業 従 業 者 数 の 各 増 加 率 が 人 口 増 加 率 を 上 回 っ た

か否かで地域を分類し、全国的な圏域形成の状況について分析･考察を行う。

　 6 . 5 で は 、 交 流 可 能 性 の 大 き さ に よ り 地 域 の 産 業 な ど の 機 能 集 積 の 特 徴 や 地 域 変 化 の 方 向 性 に ど

のような影響があったかについて分析を行う。

　 6 . 6 で は 、 6 . 2 か ら 6 . 5 ま で の 分 析 の 結 果 を ま と め る と と も に 、 こ れ ら の 結 果 を も と に 、 都 市 間 交

通 網 整 備 が 国 土 構 造 に 与 え た 影 響 や 、 交 通 網 整 備 の 結 果 と し て の 地 域 発 展 の 捉 え 方 に つ い て 考 察

を行う。
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　最後に6.7では、本章全体の結果をまとめる。

6.2　都市間交通による交流可能性の変遷と都道府県人口の推移

6.2.1　分析方法

　 第 ５ 章 で は 交 通 施 設 整 備 の 有 無 と 市 町 村 人 口 を 比 較 し た が 、 本 章 の 分 析 で は 第 ４ 章 の 結 果 で あ

る地域間交流可能性の変遷の特徴と、都道府県人口の推移を比較することとした。

　 第 ４ 章 の 分 析 結 果 か ら 、 明 治 期 の 鉄 道 建 設 期 や 戦 後 の 高 速 交 通 網 の 整 備 期 に お い て 比 較 的 早 期

に 交 流 可 能 性 を 向 上 さ せ た 地 域 で 人 口 の 増 加 傾 向 の 強 い 可 能 性 が あ る こ と が わ か っ た が 、 本 章 で

は以下のような方法で交流可能性の変遷と地域人口の推移を比較することとした。

　 ま ず 、 地 理 的 ・ 歴 史 的 に 特 殊 な 状 況 に あ っ た 沖 縄 を 除 く 4 6 都 道 府 県 を 、 ① 鉄 道 網 整 備 期 に お い

て 早 期 に 交 流 可 能 性 を 向 上 さ せ た 地 域 と そ う で な い 地 域 、 ② 高 速 交 通 網 整 備 期 に お い て 早 期 に 交

流 可 能 性 を 向 上 さ せ た 地 域 と そ う で な い 地 域 に そ れ ぞ れ 分 け 、 こ れ ら を 組 み 合 わ せ た 計 ４ 分 類 で

長期的な人口の推移を分析した。

　 各 時 期 に お け る 交 流 可 能 性 を 向 上 さ せ た 地 域

の 基 準 は 、 ① は 「 道 路 距 離 を 用 い た 値 」 に 比 べ

1 8 9 8 年 の ア ク セ シ ビ リ テ ィ ー シ ェ ア 値 が 向 上 し

た 地 域 （ 第 ４ 章 図 4 . 1 及 び 図 4 . 2 参 照 ） 、 ② は 1 9 5 0

年 に 比 べ 1 9 6 1 年 の 同 指 標 値 が 向 上 し た 地 域 （ 第

４ 章 図 4 . 9 及 び 図 4 . 1 0 参 照 ） で あ り 、 ４ 分 類 し た

結果を表6.1に示した。

6.2.2　都道府県人口の推移

　 6 . 2 . 1 の 方 法 に よ る ４ 群 の 人 口 を そ れ ぞ れ 集 計

し 、 全 国 人 口 に 対 す る シ ェ ア を 求 め 、 更 に 、

1 8 9 0 年 に お け る シ ェ ア 値 を １ と し て 基 準 化 を

行い、図6.1のような推移を得た。

　 同 図 で は 、 鉄 道 網 の 整 備 期 及 び 高 速 交 通 網

の 整 備 期 と も に 比 較 的 早 期 に 交 流 可 能 性 を 向

上 さ せ た カ テ ゴ リ 2 2 が 最 も 人 口 シ ェ ア の 伸 び

が 大 き く 、 そ れ 以 外 は シ ェ ア を 低 下 さ せ 続 け

て い る が 、 鉄 道 網 の 整 備 期 の み 早 期 に 交 流 可

能 性 を 向 上 さ せ た カ テ ゴ リ 2 1 、 高 速 交 通 網 の

整 備 期 の み 早 期 に 交 流 可 能 性 を 向 上 さ せ た カ
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　　表6.1　交流可能性の変遷の特徴による分類
交流可能性向上
鉄道
整備

高速
交通 数 都道府県

変 11 遅い 遅い 16 宮城 山形 富山 石川
遷 福井 山梨 三重 和歌山
の 鳥取 島根 山口 徳島
特 香川 高知 佐賀 大分
徴 12 遅い 早い 6 秋田 新潟 愛媛 長崎
に 宮崎 鹿児島
よ 21 早い 遅い 12 岩手 福島 茨城 栃木
る 群馬 長野 岐阜 静岡
カ 奈良 岡山 広島 熊本
テ 22 早い 早い 12 北海道 青森 埼玉 千葉
ゴ 東京 神奈川 愛知 滋賀
リ 京都 大阪 兵庫 福岡
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図6.1　交流可能性の変遷の特徴による都道府県群の
　　　　　　人口シェアの推移(1890年を１とする)



テ ゴ リ 1 2 、 鉄 道 網 整 備 期 及 び 高 速 交 通 網 整 備 期 と も に 交 流 可 能 性 の 向 上 が 遅 か っ た カ テ ゴ リ 1 1 の

順 で 、 カ テ ゴ リ 1 1 が 最 も 減 少 傾 向 が 強 い 。 こ れ ら の 順 序 は 1 9 1 0 年 に お い て カ テ ゴ リ 1 2 と カ テ ゴ リ

21の順序が入れ替わった以外は、1890年以降、順序の変化はない。

6.2.3　結果の考察

　 図 6 . 1 に お い て 各 群 の 人 口 シ ェ ア の 推 移 を 詳 し く 分 析 す る と 、 鉄 道 整 備 期 も 高 速 交 通 網 整 備 期 も

早 期 に 交 流 可 能 性 を 向 上 さ せ た カ テ ゴ リ 2 2 は 1 8 9 0 年 以 後 、 戦 時 中 を 除 い て 一 貫 し て 人 口 が 増 加 し

て お り 、 1 9 7 0 年 頃 以 降 は 増 加 傾 向 が 鈍 化 し て い る 。 ま た 、 鉄 道 整 備 期 も 高 速 交 通 網 整 備 期 も 交 流

可 能 性 の 向 上 が 遅 か っ た カ テ ゴ リ 1 1 は 戦 時 中 を 除 い て 一 貫 し て 人 口 シ ェ ア を 減 少 さ せ て い る 。 こ

の こ と や 1 8 9 0 年 以 降 各 カ テ ゴ リ の 人 口 推 移 の 順 序 が ほ と ん ど 入 れ 替 わ っ て い な い こ と よ り 、 基 本

的には交通網整備が比較的早い地域の方が人口の増加傾向が大きかったと言える。

　 一 方 、 カ テ ゴ リ 2 1 と カ テ ゴ リ 1 2 は 1 8 9 0 年 以 降 人 口 が 減 少 傾 向 で あ る も の の 、 カ テ ゴ リ 1 1 よ り は

そ の 程 度 が 小 さ く 、 カ テ ゴ リ 2 1 は 1 9 7 0 年 前 後 以 降 は 減 少 に 歯 止 め が か か っ て い る が 、 カ テ ゴ リ 1 2

は 1 9 6 0 年 頃 以 降 は 急 速 に 人 口 シ ェ ア を 減 少 さ せ て い る 。 こ の こ と か ら 、 1 9 6 0 年 以 降 の 高 速 交 通 網

整 備 に お い て は 、 明 治 期 の 鉄 道 網 整 備 に よ る 地 域 開 発 の よ う な 単 純 な メ カ ニ ズ ム で は な く 、 複 雑

な機構を経た地域変化が生じていると考えられる。

　 ま た 、 鉄 道 整 備 の 早 か っ た 地 域 の う ち 、 カ テ ゴ リ 2 1 に 分 類 さ れ た 地 域 で は 人 口 シ ェ ア の 増 加 が

小 さ か っ た た め 、 高 速 交 通 網 整 備 が 遅 れ た と 考 え ら れ る 。 逆 に 鉄 道 網 整 備 の 遅 か っ た 地 域 の う

ち 、 カ テ ゴ リ 1 2 に 分 類 さ れ た 地 域 で は 、 比 較 的 人 口 シ ェ ア の 低 下 が 軽 微 で あ っ た た め 早 期 に 高 速

交 通 網 整 備 が 行 わ れ た と 考 え ら れ 、 戦 後 の 我 が 国 の 交 通 網 整 備 の 基 本 で あ る 採 算 性 の 原 則 が 強 く

影響していると考えられる。

6.3　都市間交通網整備以外の要因の考察

6.3.1　地域の人口集積

　 都 道 府 県 人 口 の 推 移 に 影 響 を 与 え る 原 因 と し

て は 、 都 市 間 交 通 網 整 備 以 外 に も 、 人 口 集 積 状

況 な ど の 原 因 が 考 え ら れ る 。 図 6 . 2 は こ の よ う な

要 因 に つ い て 考 察 す る た め 、 1 8 9 0 年 に お け る 各

都 道 府 県 を 各 々  の 人 口 密 度 に よ り ４ 段 階 に 分 類

し 、 人 口 を そ れ ぞ れ の 群 に つ い て 集 計 し 、 全 国

人 口 に 対 す る シ ェ ア を 求 め 、 さ ら に 、 1 8 9 0 年 に

お け る 各 々  の シ ェ ア 値 を １ と し て 基 準 化 を 行 っ

たものである。
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図6.2　1890年の人口密度による都道府県群の
　　　　　人口シェアの推移(1890年を１とする)
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　 同 図 で は 、 必 ず し も 人 口 密 度 が 高 い ほ ど そ の 後 の 人 口 増 加 傾 向 が 大 き い と は 言 え な い が 、 そ れ

ぞ れ の 推 移 を 詳 し く 分 析 す る と 、 わ が 国 の 交 通 網 整 備 に 関 連 す る と 考 え ら れ る い く つ か の 特 徴 が

みられる。

　 1 8 9 0 年 以 降 、 人 口 密 度 が 1 0 0 人 / K m ２ 未 満 の 地 域 と 2 0 0 人 / K m ２ 以 上 の 地 域 で の 人 口 増 加 の 傾 向 が

大 き く 、 特 に 1 0 0 人 / K m ２ 未 満 の 地 域 は 鉄 道 整 備 の 影 響 が 大 き い と 考 え ら れ る が 、 幹 線 鉄 道 網 の 整

備 が ほ ぼ 行 き 渡 っ た 1 9 2 0 年 頃 以 降 は 人 口 の 増 加 傾 向 が 停 滞 し 、 戦 後 は 減 少 傾 向 が 著 し く な っ て い

る 。 一 方 、 1 0 0 ～ 1 5 0 人 / K m ２ の 地 域 と 1 5 0 ～ 2 0 0 人 / K m ２ の 地 域 で は 、 戦 後 ま で は ほ ぼ 同 様 の 推 移 で

あ る が 、 1 9 6 0 年 頃 以 降 は こ の 時 点 に お い て も 人 口 密 度 の 高 い 1 5 0 ～ 2 0 0 人 / K m ２ の 地 域 の 方 が や や 人

口のシェアは大きくなっている。

　 こ れ ら の こ と か ら 、 明 治 期 か ら 大 正 期 に か け て の 鉄 道 網 の 整 備 過 程 に お い て は 、 地 域 の 人 口 集

積 は そ の 後 の 人 口 推 移 に あ ま り 大 き な 影 響 を 及 ぼ し て い な い が 、 戦 後 に お い て は 人 口 の 集 積 が そ

の後の人口推移に影響を与えているのではないかと考えられる。

6.3.2　工業地域の整備

　 都 市 間 交 通 網 整 備 以 外 の 要 因 と し て は 、 戦 後

に お け る 工 業 の 先 行 的 配 置 に よ る 人 口 の 定 着 を

ね ら っ た 拠 点 開 発 な ど が 考 え ら れ る 。 図 6 . 3 は 沖

縄 を 除 く 4 6 の 都 道 府 県 を 新 産 業 都 市 の あ る 地

域 、 工 業 整 備 特 別 地 域 の あ る 地 域 、 四 大 工 業 地

帯 の あ る 地 域 、 お よ び そ れ 以 外 に ４ 分 類 し 、 そ

れ ぞ れ の 群 ご と に 都 道 府 県 人 口 を 集 計 し 、 1 9 5 0

年 に お け る 人 口 シ ェ ア を １ と し た 場 合 の 人 口 推

移 を 示 し た も の で あ る 。 な お 、 工 業 整 備 特 別 地

域 の あ る 県 の う ち 、 愛 知 や 兵 庫 な ど は 四 大 工 業

地 帯 が あ り 、 茨 城 に は 新 産 業 都 市 が あ る が 、 こ れ ら は 重 複 し て 集 計 し た 。 同 図 か ら 、 必 ず し も 政

策 的 な 工 業 地 域 整 備 に よ る 拠 点 開 発 は 地 域 振 興 に は 結 び つ い て い な い こ と が わ か る 。 特 に 新 産 業

都市に関しては政策実施の1962年以降、人口シェアの低下が大きい。

6.4　広域的な圏域の形成と地域の変化

6.4.1　地域間の結びつきの長期的変化

　 第 ４ 章 の 4 . 3 の 図 4 . 1 9 ～ 図 4 . 2 3 で 示 し た よ う に 、 都 市 間 交 通 網 の 整 備 に よ り 長 期 的 に 全 国 的 な 圏

域 構 造 が 変 化 し 、 近 年 で は 東 京 や 大 阪 を 頂 点 と す る 全 国 的 な 圏 域 が 形 成 さ れ て い る と 考 え ら れ

る 。 こ の よ う な 広 域 的 な 圏 域 の 形 成 に よ り 、 交 通 網 が 整 備 さ れ る 以 前 は 個 々  の 地 域 で 完 結 し て い
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た も の が 、 交 通 網 に よ り 結 ば れ た 地 域 間 で 、 相 互 に 産 業 や 人 口 な ど の 機 能 を 依 存 し 合 う よ う な 構

造に変化してきていると考えられる。

　 6 . 2 . 3 で の 都 道 府 県 人 口 の 推 移 に 関 す る 分 析 の 考 察 に お い て も 、 1 9 6 0 年 以 降 の 高 速 交 通 網 整 備 が

地 域 人 口 増 に 直 接 結 び つ い て い な い 結 果 を 得 て お り 、 広 域 的 な 圏 域 の 形 成 に よ る 影 響 が 大 き く

なっていると考えられる。

　 本 研 究 で は 、 交 通 網 整 備 に よ る 広 域 的 な 圏 域 が 形 成 さ れ る こ と で 、 個 々  の 地 域 に 着 目 し た 場 合

に は 地 域 間 競 争 に よ り あ る 地 域 の 産 業 や 人 口 が 衰 退 す る こ と も あ り う る が 、 各 地 域 ご と に 産 業 や

人 口 な ど の 機 能 が 特 定 の 方 向 性 を 持 つ こ と で 、 地 域 が 有 効 に 活 用 さ れ 、 圏 域 全 体 と し て は よ り 大

き な 発 展 に つ な が る の で は な い か と 考 え た 。 こ の 視 点 か ら 、 本 節 で は 、 こ の よ う な 構 造 の 変 化 を

地 域 指 標 の バ ラ ン ス の 変 化 か ら と ら え る こ と と し 、 都 市 間 交 通 網 整 備 が 全 国 的 な 地 域 構 造 変 化 に

おいて果たした役割について考察を行った。

6.4.2　地域変化の分析の考え方

　 地 域 の 産 業 や 人 口 と 交 通 の 関 係 に 関 す る 研 究 と し て は 古 く は ガ リ ン ･ ロ ー リ ー モ デ ル １ ） が 存 在 し

て い る 。 こ の モ デ ル で は 、 あ る 閉 じ た 圏 域 内 に つ い て 基 盤 活 動 の 水 準 （ 基 幹 産 業 従 業 者 数 ） の 分

布 を 外 生 的 に 与 え る こ と に よ り 、 関 連 す る 非 基 盤 活 動 の 水 準 （ サ ー ビ ス 業 従 業 者 数 ） や 地 域 人 口

などの分布、圏域内の交通状況などを求めるものとなっている。

　 こ の モ デ ル の 経 済 基 礎 メ カ ニ ズ ム で は 、 総 従 業 者 数 ( Ｅ ) に 対 す る 総 人 口 ( Ｐ ) の 比 ( ｋ P E ) と 総 人 口

に 対 す る 総 サ ー ビ ス 業 従 業 者 数 ( Ｅ ｓ ) の 比 ( ｋ S P ) の ２ つ の 数 値 に よ り 地 域 内 の 構 造 が 表 さ れ て い

る。

　すなわち、 Ｐ＝ｋPEＥ ・・・・（6.1）

Ｅｓ＝ｋSPＰ＝ｋPEｋSPＥ ・・・・（6.2）

　(6.1)および(6.2)より、基幹産業従業者数をＥｂとすると、

Ｅ＝Ｅｂ＋Ｅｓ＝Ｅｂ＋ｋPEｋSPＥ

　これより、 Ｅｂ＝（1－ｋPEｋSP）Ｅ ・・・・（6.3）

　したがって、地域人口、基幹産業従業者数、サービス業従業者数の比は、

Ｐ：Ｅｂ：Ｅｓ＝ｋPEＥ：（1－ｋPEｋSP）Ｅ：ｋPEｋSPＥ

＝ｋPE：（1－ｋPEｋSP）：ｋPEｋSP ・・・・（6.4）

と な り 、 基 本 的 な 産 業 の 構 造 が 変 化 し な け れ ば ( ｋ P E や ｋ S P が 変 化 し な け れ ば ) 、 人 口 な ど の 地 域 の

規 模 に 依 ら ず 一 定 の 比 率 と な る 。 こ の 考 え 方 に 立 脚 す る と 、 異 な る 地 域 間 ( あ る い は 異 な る 年 次

間 ) に お い て ( 6 . 4 ) の 比 が 一 定 で あ っ た 場 合 は 、 地 域 の 規 模 が 異 な る ( ま た は 規 模 が 変 化 し た ) と し て

も 基 本 的 な 地 域 の 特 徴 は 変 わ ら な い が 、 比 が 一 定 で な い 場 合 は 根 元 的 な 産 業 構 造 に 違 い が あ る ( ま

たは変化が生じた)か、もしくは他地域との連携が生じてきていると捉えることが可能である２）。
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　 本 節 で は 、 交 通 網 の 整 備 に よ り 地 域 が ど の よ う に 変 化 す る か と の 視 点 か ら 分 析 を 行 う た め 、 地

域 ご と の ( 6 . 4 ) の 比 の 変 化 を 異 な る 年 次 間 で の 比 較 を す る こ と と し 、 各 指 標 の 増 加 率 の 点 か ら と ら

え る こ と と し た 。 も し 、 異 な る 年 次 間 ( 年 次 A か ら 年 次 B ) で 、 地 域 の 構 造 に 変 化 が な い と す る と 、

(6.4)より、

（ＰB／ＰA）：（Ｅ
ｂ
B／Ｅ

ｂ
A）：（Ｅ

ｓ
B／Ｅ

ｓ
A）＝1：1：1 ・・・・（6.5）

と な り 、 各 指 標 の 増 加 率 が 一 定 と な る こ と が 期 待 さ れ る 。 し た が っ て 、 各 指 標 の 増 加 率 に 差 が 生

じている場合は、地域発展の方向性に何らかの変化が生じていることが明らかとなる。

6.4.3　地域を表す指標と分析対象年次

　 ガ リ ン ･ ロ ー リ ー モ デ ル で は 、 地 域 を 表 す 指 標 と し て は 「 地 域 人 口 」 、 基 盤 活 動 の 水 準 と し て

「 基 幹 産 業 従 業 者 数 」 、 非 基 盤 活 動 の 水 準 と し て 「 サ ー ビ ス 業 従 業 者 数 」 の ３ つ が 採 用 さ れ て い

る 。 本 研 究 で は 「 地 域 人 口 」 お よ び 、 基 盤 活 動 の 水 準 と し て 「 第 二 次 産 業 従 業 者 数 」 、 非 基 盤 活

動 の 水 準 と し て 「 第 三 次 産 業 従 業 者 数 」 の ３ つ を 採 用 す る こ と と し た 。 た だ し 、 近 年 で は 第 三 次

産 業 に 含 ま れ る 産 業 が 地 域 の 基 盤 活 動 の 役 割 を 果 た し て い る 場 合 な ど も あ る と 考 え ら れ る の で 、

分析結果の考察にあたってはこの点に注意することとした。

　 地 域 区 分 と し て は 地 理 的 に 特 殊 な 状 況 で あ る 沖 縄 県 を 除 く 4 6 都 道 府 県 を 採 用 し た 。 ま た 、 分 析

対 象 年 次 と し て は 、 交 通 網 の 影 響 を よ り 明 ら か に し や す い と 考 え ら れ る 高 度 経 済 成 長 期 以 降 の

1 9 8 0 ( 昭 和 5 5 ) 年 と 1 9 9 0 ( 平 成 2 ) 年 の 1 0 年 間 の 指 標 値 変 化 に つ い て 分 析 を 行 う こ と と し た 。 ま た 各 指

標とも、国勢調査の1980年および1990年における数値を採用した。

6.4.4　指標バランス変化に基づく地域分類

　 本 研 究 で は 指 標 間 の バ ラ ン ス の 変 化 を 捉 え る と い う 視 点 か ら 、 ( 6 . 5 ) を 参 考 に 表 6 . 2 の よ う に 第 二

次 産 業 従 業 者 数 お よ び 第 三 次 産 業 従 業 者 数 の 各 増 加 率 が 人 口 増 加 率 を 上 回 っ た か 否 か で 地 域 の 特

徴を捉えることを基本とした。

　 表 6 . 2 で は 、 人 口 に つ い て は 地 域 発 展 を 表 す 基 本 的 な 指 標 で あ る の で 、 全 国 の 平 均 増 加 率 を 基 準
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　　　　表表6.2　　都道道府県分類基準

記号

　地域人口　　
増加率(p)

第二次産業 
従業者数 
増加率(q)

第三次産業 
従業者数　
増加率(r)

分類数 比率
(%) 特　　　　徴

1AA 平均 ≦ p 平均 ≦ q 平均 ≦ r 11 23.9 人口増で人口増以上に産業機能の増加傾向の強い地域
1AB 平均 ≦ p 平均 ≦ q p≦r＜平均 2 4.4 人口増で産業機能の増加が強く比較的第二次産業機能の増加が大きい地域
1CB 平均 ≦ p q ＜ p p≦r＜平均 1 2.2 人口増でやや第三次産業機能へ産業機能が移りつつある地域
2AB 0≦p＜平均 平均 ≦ q p≦r＜平均 7 15.2 人口微増で産業機能の増加が強く、比較的第二次産業の増加が大きい地域
2BB 0≦p＜平均 p≦q＜平均 p≦r＜平均 8 17.4 人口微増でやや産業機能が増加傾向にある地域
2CB 0≦p＜平均 q ＜ p p≦r＜平均 9 19.6 人口微増で、比較的第三次産業の増加が大きい地域
3AB p＜0 平均 ≦ q p≦r＜平均 2 4.4 人口減で相対的に第二次産業へ産業機能が移りつつある地域
3BB p＜0 p≦q＜平均 p≦r＜平均 4 8.7 人口減で相対的に産業機能の比重が増している地域
3CB p＜0 q ＜ p p≦r＜平均 2 4.4 人口減で相対的にやや第三次産業の比重が増している地域
平均 5.5% 9.7% 17.8% (19800年から1990年の10年間の全国の伸び)



に 、 減 少 の 場 合 を 含 め た ① 「 平 均 値 以 上 の 増 加 」 ② 「 平 均 値 未 満 の 増 加 」 ③

「 減 少 」 の ３ 分 類 と し た 。 ま た 、 第 二 次 産 業 従 業 者 数 お よ び 第 三 次 産 業 従 業 者

数 の 各 増 加 率 に つ い て は 、 人 口 増 加 率 を 上 回 っ た か 否 か と い う 視 点 に 加 え 、 各

指 標 の 全 国 の 平 均 増 加 率 を 基 準 と し て 、 各 々  に つ い て ( A ) 全 国 平 均 増 加 率 を 上 回

る 増 加 率 、 ( B ) 地 域 人 口 増 加 率 を 上 回 る 増 加 率 、 ( C ) 地 域 人 口 増 加 率 を 下 回 る 増 加

率 、 の ３ 分 類 と し た 。 な お 、 表 6 . 2 に は 4 6 都 道 府 県 を 分 類 し た 結 果 、 分 類 数 が 零

で あ っ た 分 類 は 表 示 し て い な い 。 ( 以 下 、 こ れ ら の 地 域 分 類 は 表 6 . 2 の 記 号 で 表 記

す る ) 。 ま た 、 分 類 結 果 を 表 6 . 3 に 示 す 。 人 口 増 加 率 が 全 国 平 均 以 上 の 伸 び を し て い る 地 域 は 1 A A

が 多 い が 、 平 均 以 下 の 地 域 は 第 二 次 産 業 従 業 者 数 の 伸 び の 傾 向 に よ り ほ ぼ ３ 分 さ れ る 結 果 と な っ

ている。

6.4.5　分析結果の考察

　図6.4は6.4.4の分類結果を地図上で示したものであり、同図を考察すると、以下のようになる。

(1)東京を中心とする構造

　 図 6 . 4 か ら わ か る よ う に 、 大 規 模 な 国 土 構 造 と し て 東 京 を 中 心 と す る 地 域 変 化 の 特 徴 の 環 状 構 造

が 見 ら れ る 。 東 京 そ の も の は 人 口 微 増 で 特 に 第 三 次 産 業 の 比 重 が 大 き く な り つ つ あ る 地 域 ( 2 C B )

で あ る が 、 東 京 を と り ま く 関 東 地 方 や 東 海 地 方 で は 人 口 増 加 が 大 き く 、 そ れ 以 上 に 第 二 次 産 業 や

第 三 次 産 業 の 機 能 の 増 加 傾 向 が 強 い 地 域 ( 1 A A ) が 存 在 し て い る 。 ま た 山 梨 も 1 A B の 人 口 増 加 が 大

き く 、 第 二 次 産 業 の 機 能 が 人 口 増 以 上 に 大 き く

なる地域となっている。

　 さ ら に こ の 外 側 に 人 口 増 加 で 第 二 次 産 業 機 能

の 増 加 が 人 口 増 加 に 比 べ て 大 き い 地 域 ( 2 A B ： 山

形 ・ 福 島 ・ 新 潟 ・ 富 山 ・ 長 野 ・ 岐 阜 ) な ど が 位 置

し て い る 。 ま た さ ら に 、 こ れ ら 地 域 の 外 側 に 人

口 の 減 少 地 域 ( 3 A B ： 秋 田 ・ 岩 手 、 3 B B ： 青 森 ) な

どが位置している。

　 こ の よ う な 構 造 は 比 較 的 高 速 な 交 通 網 が 整 備

さ れ て い る 方 向 ( た と え ば 東 海 道 新 幹 線 や 東 名 高

速 な ど の 沿 線 ) に の び る 傾 向 に あ る 。 し か し 、 こ

の よ う な 交 通 網 が 整 備 さ れ て い な い 地 域 で は 、

た と え ば 、 東 京 か ら の 直 線 距 離 は 近 く と も 、 地

域 分 類 が 2 B B と な る 長 野 の よ う な 例 も あ る 。 こ

の こ と か ら 、 地 域 変 化 の 特 徴 か ら み た 構 造 は 都
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図6.4　地域変化の特徴からみた分類結果の分布
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市間交通網整備と密接な関係があると考えられる。

(2)近畿～瀬戸内海の構造

　 近 畿 地 方 か ら 瀬 戸 内 海 の 構 造 と し て は 、 大 半 の 地 域 が 人 口 の 微 増 地 域 で あ る こ と で あ る 。 中 心

的 な 地 域 で あ る 大 阪 は 2 B B で あ り 、 周 辺 の 京 都 ・ 兵 庫 な ど は 2 C B で 人 口 の 伸 び に 比 べ て 第 二 次 産

業 は 減 少 傾 向 、 第 三 次 産 業 は 増 加 傾 向 と な っ て い る 。 ま た 、 こ れ ら の 外 側 に 位 置 す る 滋 賀 や 奈 良

は 人 口 増 加 が 大 き く 、 そ れ 以 上 に 第 二 次 産 業 や 第 三 次 産 業 の 機 能 の 増 加 傾 向 が 強 い 1 A A と な っ て

い る ほ か 、 石 川 ・ 福 井 ・ 鳥 取 ・ 愛 媛 で は 人 口 微 増 で 人 口 に 比 べ て 第 二 次 産 業 や 第 三 次 産 業 の 機 能

の 増 加 傾 向 が 強 い 2 B B で あ り 、 環 状 構 造 が 見 ら れ る 。 さ ら に そ の 外 側 に は 人 口 減 少 地 域 の 和 歌

山・島根・山口・高知が位置している。

　 こ の よ う な 構 造 は 東 京 を 中 心 と す る 場 合 と 同 様 に 比 較 的 高 速 な 交 通 網 が 整 備 さ れ て い る 方 向 ( 山

陽 新 幹 線 、 北 陸 線 、 中 国 縦 貫 自 動 車 道 、 名 神 高 速 、 北 陸 自 動 車 道 沿 線 な ど ) に の び る 傾 向 に あ る 。

し か し 、 大 阪 か ら の 直 線 距 離 は 近 く と も 、 人 口 減 少 地 域 で あ る 和 歌 山 の よ う な 例 も あ り 、 や は り

都市間交通網整備と関係があると考えられる。

(3)九州の構造

　 九 州 で は 、 福 岡 は 人 口 増 加 で や や 第 三 次 産 業 の 比 重 が 増 し て き て い る 1 C B 地 域 、 隣 接 す る 熊 本

で は 第 二 次 産 業 の 比 重 が 増 し て き て い る 2 A B 地 域 と な っ て お り 、 こ れ ら の 外 側 地 域 は 2 B B ( 佐 賀 ・

大分・宮崎)や2CB(鹿児島)、3BB（長崎）となっており、福岡を中心とする構造が見られる。

(4)宮城県付近の構造

　 宮 城 は 東 京 か ら 比 較 的 離 れ て い る に も か か わ ら ず 周 辺 県 と は 異 な り 、 1 A A と な っ て お り 、 東 北

地方での中心的な地域となる傾向にあると考えられる。

6.5　交流可能性と地域変化の関係に関する分析

6.5.1　地域変化の特徴

　 第 ４ 章 の 分 析 結 果 で あ る 交 流 可 能 性 と 、

6 . 4 で 示 し た 地 域 変 化 の 特 徴 と の 関 係 を 分 析

す る た め 、 1 9 7 5 年 に お け る ア ク セ シ ビ リ テ

ィ 値 の 大 き さ の 順 位 に よ り 都 道 府 県 を 4 段 階

に 分 け 、 各 段 階 ご と に 表 6 . 2 に よ る 地 域 分 類

を ま と め た も の が 表 6 . 4 で あ る （ 表 6 . 4 で は

「 カ テ ゴ リ １ 」 が 最 も ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値

の高い地域群となっている）。

　 同 表 よ り 、 カ テ ゴ リ １ で は 1 A A が 多 く 、

人 口 増 加 の 比 較 的 小 さ い 地 域 は 東 京 や 京 阪
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表6.4　各ｶﾃｺﾞﾘに含まれる都道府県一覧
1AA 1AB 1CB 2AB 2BB 2CB 3AB 3BB 3CB

ｶﾃｺﾞﾘ１神奈川 大阪 東京
埼玉 京都
愛知 兵庫
千葉
滋賀
静岡
奈良

ｶﾃｺﾞﾘ２ 栃木 三重 福岡 岐阜 福井 岡山 和歌山
茨城 山梨 広島
群馬

ｶﾃｺﾞﾘ３ 宮城 福島 佐賀 香川 山口
熊本 石川 長崎
新潟 愛媛
長野
富山

ｶﾃｺﾞﾘ４ 山形 大分 徳島 岩手 青森 高知
宮崎 鹿児島 秋田 島根
鳥取 北海道



神 地 域 と な っ て い る の が 特 徴 で あ る 。 ま た ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 が 小 さ い カ テ ゴ リ に な る に つ れ 、

各 カ テ ゴ リ に お け る 人 口 減 少 地 域 の 占 め る 割 合 が 大 き く な り 、 カ テ ゴ リ ２ や カ テ ゴ リ ３ で は 第 二

次産業従業者数の増加が人口増加に比べて比較的大きい地域(1ABや2ABなど)が多い。

6.5.2　地域指標の集積の特徴

　 図 6 . 5 は ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 と 本 分 析 で

扱 っ た 指 標 の 集 積 の 関 係 を 分 析 す る た め に 作

成 し た 図 で あ り 、 各 カ テ ゴ リ ご と に 1 9 8 0 年 度

の 各 指 標 値 を 集 計 し た 上 で そ れ ぞ れ の 密 度 を

算 出 し た も の で あ る 。 ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 は

人 口 分 布 と 地 域 間 の 所 要 時 間 を も と に 計 算 さ

れ る の で 、 ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 が 高 い 地 域 で

人 口 密 度 が 大 き い こ と は ほ ぼ 当 然 の 帰 結 で あ

る が 、 他 の 指 標 に つ い て も ア ク セ シ ビ リ テ ィ

値が大きい群の方が密度が大きい。

　 図 6 . 6 は ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 と 地 域 指 標 の 集

積 の 特 徴 を 分 析 す る た め に 作 成 し た 図 で あ

り 、 各 カ テ ゴ リ ご と に 地 域 人 口 1 0 0 0 人 あ た り

の 第 二 次 産 業 お よ び 第 三 次 産 業 の 各 従 業 者 数

を 示 し た も の で あ る 。 こ の 図 で は 縦 軸 の 値 が

大 き い ほ ど 特 定 の 産 業 機 能 へ の 特 化 が 進 ん だ

地域と考えることができる。

　 第 二 次 産 業 の 傾 向 と し て は 、 カ テ ゴ リ １ お

よ び ２ で は 同 程 度 で あ る が 、 カ テ ゴ リ ３ 、 ４ と ア ク セ シ ビ リ テ ィ が 小 さ く な る に つ れ て 人 口 あ た

り の 従 業 者 数 が 小 さ く な る 傾 向 に あ る 。 ま た 、 第 三 次 産 業 の 傾 向 と し て は カ テ ゴ リ １ で 人 口 あ た

り の 従 業 者 数 が 多 く 、 そ れ 以 外 の カ テ ゴ リ で は 地 域 人 口 あ た り の 従 業 者 数 に あ ま り 大 き な 差 が な

く、ほぼ地域人口に見合っただけの集積がなされていると考えられる。

　 こ の よ う に 、 交 通 利 便 性 の 高 い 地 域 で は 第 三 次 産 業 が 地 域 の 特 徴 的 な 産 業 機 能 と な っ て お り 、

交通利便性の低い地域では第二次産業の少ないことが特徴となっている。

6.5.3　地域指標の集積の変化方向

　 図 6 . 7 は 図 6 . 6 で 求 め た カ テ ゴ リ ご と の 人 口 あ た り の 各 従 業 者 数 の 1 9 8 0 年 か ら 1 9 9 0 年 ま で の 1 0 年

間 の 伸 び を 算 出 し た も の で あ る 。 縦 軸 の 値 が 大 き い ほ ど 各 指 標 に 表 さ れ る 産 業 機 能 へ の 特 化 が 進
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行 す る 傾 向 に あ る こ と を 表 す 。 同 図 に よ る

と 、 カ テ ゴ リ １ か ら ３ で は 、 第 二 次 産 業 は 交

通 利 便 性 の 小 さ い 地 域 で 増 加 傾 向 が 大 き く 、

第 三 次 産 業 で は 交 通 利 便 性 の 高 い 地 域 ほ ど 増

加 傾 向 が 大 き く な っ て お り 、 利 便 性 の 異 な る

地 域 間 で 地 域 変 化 の 方 向 性 が 異 な っ て い る 。

交 流 可 能 性 が 最 も 小 さ い カ テ ゴ リ ４ で は 第 二

次 産 業 お よ び 第 三 次 産 業 と も に 伸 び は 比 較 的

小さくなっている。

6.6　交通網整備が国土構造に与える影響の考察

　 6 . 2 の 分 析 よ り 、 都 市 間 交 通 網 整 備 に よ り 交 流 可 能 性 が 比 較 的 早 期 に 向 上 し た 都 道 府 県 で は 、 向

上 が 比 較 的 遅 か っ た 都 道 府 県 に 比 べ て 人 口 の 増 加 傾 向 が 強 く 、 ま た 6 . 5 の 分 析 よ り 、 少 な く と も 近

年 で は 、 交 流 可 能 性 が 大 き な 都 道 府 県 で は 人 口 や 産 業 の 集 積 が 大 き い 。 一 方 、 6 . 3 の 分 析 よ り 、 戦

後 に お い て は 人 口 の 集 積 が そ の 後 の 人 口 推 移 に 影 響 を 与 え て い る 可 能 性 の あ る も の の 、 地 域 の 人

口 集 積 が そ の 後 の 人 口 推 移 に 与 え る 影 響 や 先 行 的 な 産 業 の 配 置 が 人 口 の 推 移 に 与 え る 影 響 は 、 都

市 間 交 通 網 整 備 の 影 響 ほ ど 明 確 で は な く 、 基 本 的 に は 都 市 間 交 通 網 整 備 と 地 域 発 展 と は 密 接 な 関

係にあると考えられる。

　 ま た 、 6 . 5 の 分 析 で は 、 交 流 可 能 性 の 大 き さ に よ り 地 域 指 標 の 集 積 や 地 域 変 化 の 方 向 性 に は 差 が

み ら れ 、 都 市 間 交 通 網 整 備 が 地 域 変 化 に 大 き な 影 響 を 与 え て い る と 考 え ら れ る 。 こ の よ う な 地 域

変 化 の 特 徴 に 関 し 、 6 . 4 の 分 析 に お い て 大 都 市 を 中 心 と す る 環 状 構 造 と い う 地 理 的 な 特 徴 が 見 ら

れ 、 こ の よ う な 圏 域 内 の 都 道 府 県 相 互 間 で 産 業 な ど の 機 能 が 分 担 さ れ て い る と 考 え ら れ る 。 こ の

よ う な 圏 域 内 で は 個 々  の 地 域 が 特 定 の 産 業 な ど の 機 能 に 特 化 す る こ と で 、 圏 域 全 体 と し て は 、 よ

り効率的な発展が可能であると考えられる。

　 以 上 の よ う な 考 察 か ら 、 都 市 間 交 通 網 整 備 は 地 域 発 展 に 基 本 的 に は 大 き く 寄 与 し て い る と 考 え

ら れ る が 、 個 々  の 地 域 に 着 目 す る と 、 特 定 の 産 業 な ど の 機 能 に 特 化 す る こ と に よ り 、 他 の 機 能 が

相 対 的 に 衰 退 し て い る 場 合 も あ り 、 必 ず し も 都 市 間 交 通 網 整 備 が あ ら ゆ る 面 に お い て 地 域 発 展 を

促 進 す る と は い え な い 面 も あ る 。 し た が っ て 、 特 に 近 年 の 都 市 間 交 通 網 整 備 に よ る 地 域 発 展 と

は 、 整 備 さ れ た 個 々  の 地 域 の 発 展 を 意 味 す る も の で は な く 、 都 市 間 交 通 網 で 結 ば れ る こ と に よ り

形成された新たな圏域全体としての発展としてとらえる必要があると考えられる。

6.7　結語

　本章では、都市間交通網整備が地域の変化と発展において果たした役割について考察した。
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(1)都市間交通による交流可能性の変遷と都道府県人口の推移

　 6 . 2 で は 、 地 域 間 交 流 可 能 性 の 変 遷 の 特 徴 と 都 道 府 県 人 口 を 比 較 し た 。 そ の 結 果 、 基 本 的 に は 交

通 網 整 備 が 比 較 的 早 い 地 域 の 方 が 人 口 の 増 加 傾 向 が 大 き か っ た こ と が わ か っ た 。 ま た 、 1 9 6 0 年 以

降 の 高 速 交 通 網 整 備 に お い て は 、 明 治 期 の 鉄 道 網 整 備 に よ る 地 域 開 発 の よ う な 単 純 な メ カ ニ ズ ム

ではなく、複雑な機構を経た地域変化が生じている可能性のあることがわかった。

(2)都市間交通網整備以外の要因の考察

　 6 . 3 で は 、 都 市 間 交 通 網 整 備 以 外 に 都 道 府 県 人 口 に 影 響 を 与 え る と 考 え ら れ る 要 因 に つ い て 分 析

を行った。

　 1 8 9 0 年 に お け る 各 都 道 府 県 の 人 口 密 度 が そ の 後 の 人 口 推 移 に 与 え た 影 響 の 分 析 の 結 果 、 明 治 期

か ら 大 正 期 に か け て の 鉄 道 網 の 整 備 過 程 に お い て は 、 地 域 の 人 口 集 積 は そ の 後 の 人 口 推 移 に あ ま

り 大 き な 影 響 を 及 ぼ し て い な い が 、 戦 後 に お い て は 人 口 の 集 積 が そ の 後 の 人 口 推 移 に 影 響 を 与 え

ている可能性のあることがわかった。

　 ま た 、 戦 後 に お け る 工 業 の 先 行 的 配 置 に よ る 人 口 の 定 着 を ね ら っ た 拠 点 開 発 に つ い て は 、 必 ず

しも地域振興には結びついていないことがわかった。

(3)広域的な圏域の形成と地域の変化

　 6 . 4 で は 、 都 市 間 交 通 網 整 備 が 全 国 的 な 地 域 構 造 変 化 に お い て 果 た し た 役 割 に つ い て 考 察 を 行 っ

た 。 地 域 変 化 の 分 析 の 考 え 方 と し て は 、 地 域 を 表 す 指 標 の バ ラ ン ス の 変 化 か ら 地 域 変 化 を と ら え

る こ と と し 、 第 二 次 産 業 従 業 者 数 お よ び 第 三 次 産 業 従 業 者 数 の 各 増 加 率 が 人 口 増 加 率 を 上 回 っ た

か否かで地域の特徴を分析した。

　 分 析 の 結 果 、 地 理 的 に は 東 京 を 中 心 と す る 大 規 模 な 地 域 変 化 の 特 徴 の 環 状 構 造 が 見 ら れ た ほ

か、近畿地方から瀬戸内海および九州地方などでも同様の構造が見られた。

(5)交流可能性と地域変化の関係に関する分析

　6.5では、交流可能性と地域変化の特徴との関係を分析した。

　 分 析 の 結 果 、 交 通 利 便 性 の 高 い 地 域 で は 第 三 次 産 業 が 地 域 の 特 徴 的 な 産 業 機 能 と な っ て お り 、

交 通 利 便 性 の 極 め て 低 い 地 域 で は 第 二 次 産 業 の 少 な い こ と が 特 徴 と な っ て い る こ と が わ か っ た ほ

か、利便性の異なる地域間で地域変化の方向性が異なっていることが明らかとなった。

(6)交通網整備が国土構造に与える影響の考察

　6.6では、交通網整備が国土構造に与える影響について考察を行った。

　 ま た 、 本 章 の 各 節 の 分 析 の 結 果 を ま と め た が 、 基 本 的 に は 都 市 間 交 通 網 整 備 と 地 域 発 展 と は 密

接 な 関 係 に あ る と 考 え ら れ る 一 方 、 交 流 可 能 性 の 大 き さ に よ り 地 域 指 標 の 集 積 や 地 域 変 化 の 方 向

性 に は 差 が み ら れ る こ と や 地 理 的 に 大 都 市 を 中 心 と す る 環 状 構 造 が 見 ら れ る こ と か ら 、 こ の よ う

な 圏 域 内 の 都 道 府 県 相 互 間 で 産 業 な ど の 機 能 が 分 担 さ れ 、 圏 域 全 体 と し て は 、 よ り 効 率 的 な 発 展

が可能となっているのではないかとの考察を行った。
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　 ま た 、 都 市 間 交 通 網 整 備 に よ る 地 域 発 展 と は 、 整 備 さ れ た 個 々  の 地 域 の 発 展 を 意 味 す る も の で

は な く 、 都 市 間 交 通 網 で 結 ば れ る こ と に よ り 形 成 さ れ た 新 た な 圏 域 全 体 と し て の 発 展 と し て と ら

える必要があるとの考察を行った。
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